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要　旨

　本研究の目的は，文献から沖縄県離島・へき地の共同店が果たしてきた機能について明らかにし，
共同店の機能を活かした未来の地域包括ケアシステム構築への応用可能性を考察することであった。
　“共同店”などをキーワードに文献検索を実施。研究論文はCiNii，医中誌web版等，新聞・雑誌は
沖縄タイムス・琉球新報のデータベース，MAGAZIN PLUS，沖縄県の市町村・字区誌，沖縄関連本
は沖縄県立図書館データベースから検索した。文献から共同店が果たしてきた機能が記述されている
内容を原文として抜き出し，カテゴリー化を図った。
　地域の中心に存在する共同店は，高齢者や住民同士・多世代間の「互助」を基盤に，小規模を活か
した【多様な交流】が図りやすく，【柔軟な資金運用】や【地域資源の循環】の多機能を発揮しやすい
環境にあった。また，日常・非日常の暮らしに必要な【生活情報の交換と発信】や【文化継承】の地
域密着の機能を備えていた。さらに，【日常生活支援】に加えて，高齢者の生きがいづくりなどの【高
齢者の介護予防】にまで広げ，「自助」を活性化させる可能性を秘めている。したがって，離島・へき
地においては，共同店が果たしてきた小規模多機能地域密着型と自助・互助を基盤と捉え，これらの
機能を活性化させることにより，地域包括ケアシステム構築への応用可能性はあると考える。
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Abstract

The aim of this study was to clarify functions of community general stores in rural, remote 
areas in Okinawa according to literatures and examine application- possibilities of establishment 
of future integrated community care system utilized the functions. 

We conducted literature retrieval set “community general stores”, etc. as keywords and 
searched reseach articles from CiNii, Japana Centra Revue Medicina Web; newspapers and 
magazines from databases of Okinawa Times, Ryukyu Shimpo, MAGAZIN PLUS; PR magazines 
of municipalities, wards in Okinawa and Okinawa-releated books from datebases of Okinawa 
Prefectural Library, subsequently categorized contents about the functions from them.

The stores were in easy environments to maintain “diverse interchanges” and fulfill multi 
functions such as “flexible fund management” and “circulation of local resources” based on 

“mutual aid” among residents, the elderly and many generations. They maintained community-
based functions such as “transmission and exchange of life-information” and“cultural 
exchange”. Thus, they have potential to provide “daily support”, enhance “self-help” and serve 

“preventive health support for the elderly”. 
Consequently, we consider that there are application possibilities of establishment of 

integrated community care system via enhancing small scale community-based multi- functions, 
self-help and mutual aid served by the stores in rural, remote areas. 

Keywords:    community general stores, rural and remote areas, integrated community- care 
system, mutual aid, geriatric care
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研究背景

　わが国は世界に類を見ないスピードで超高齢社会を迎

え，団塊の世代が後期高齢者（75歳以上）を迎える2025

年までに，住み慣れた地域で安心・安全な日常生活を継

続するための新たな高齢者ケアを模索している。高齢者

ケアの方向性として，小規模多機能地域密着型が推進さ

れ，厚生労働省（2015）は，高齢者が重度な要介護状態

となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

ことができるよう，公助・共助・互助・自助の「相互扶助」

を活かした地域包括ケアシステム構築を提唱している。

　地域包括ケアシステムは，おおむね30分以内に必要な

サービスが提供される日常生活圏域（具体的には中学校

区）を単位として想定されている。しかし，戦後の高度

経済成長に伴う近代化とともに，希薄になってきた相互

扶助の機能をどのように再生し，地域包括ケアシステム

を構築していくのか，具体的なモデル像は限られている

のが現状である。特に都市部と離島・へき地では，高齢

化率や介護・福祉などのサービス基盤が異なるため，地

域特性に応じた地域包括ケアシステム構築が必要になっ

てくる。地域特性による違いとして，大湾ら（2017）は，「都

市型では公助と共助の活性化であり，小離島ではつなが

りの強みを活かし，生活支援と介護予防を関係者のつな

がりで強化する互助の活性化」を提案している。さらに，

小離島における介入例から，当事者である「自助」の参

加を得て，地域社会の特徴をとらえて，「公助」「互助」「自

助」を統合化した多様な地域づくりを求めている」（大湾，

2011）。そこで本研究においては，小離島を含めた離島・

へき地における地域包括ケアシステム構築の可能性を導

くために，離島・へき地に残っている共同店に焦点を当

てる。

　共同店とは，地域住民の全戸あるいは有志が出資して

運営する小売店のことである。共同店の可能性として，

「過疎化・高齢化が進んでいる村落において，ひとり暮

らし高齢者の健康管理，コミュニケーション，生きがい

対策，相談事業の展開など，具体的な住民への社会福祉

サービスは，公民館とは違った意味で，共同店を核にす

ることによって，新たな展開が可能となること」（宮城，

2004）が示唆されている。眞喜志（2014）は，「限られ

た一地域にこれだけの共同店が設立され，自主性・自立

性を貫きつつ存続していることは，国際的にも貴重であ

り，地域に根差し幅広い事業を展開する新たな非営利組

織のモデルとして，沖縄の共同店が持つ可能性は大きい」

と述べ，共同店の持つ潜在力に期待を寄せている。

先行研究における共同店の機能は，玉野井ら（1978）や

堂前（1997）の先行研究に代表されるように，主な機能

として経済的機能，福祉的機能，情緒的機能が報告され

ている。一方で，沖縄の新聞や市町村・字区誌，雑誌，

沖縄関連本で事例的に取り扱われていることも多い。共

同店の果たしてきた機能の全容を明らかにするために

は，これらの資料を含めて整理していく必要がある。

本研究において，共同店の機能が明らかになることによ

り，相互扶助を活かした地域包括ケアシステム開発への

応用可能性が明確になると思われる。また，他の離島・

へき地，都市部での相互扶助を活かした地域包括ケアシ

ステム構築への波及効果が期待でき，超高齢社会におけ

る高齢者ケアの先駆的研究として意義があると考える。

　したがって，本研究の目的は，文献から沖縄県離島・

へき地の共同店の機能について明らかにし，共同店の機

能を活かした未来の地域包括ケアシステム構築への応用

可能性を考察することである。

研究方法　

　本研究は，文献研究である。

　データ収集として，「共同店」「共同売店」「売店」「共

同組合」をキーワードに文献検索を実施した。研究論文

はCiNii，医中誌Web版など，新聞は沖縄タイムス・琉

球新報のデータベース，雑誌はMAGAZIN PLUSデー

タベース，沖縄県の市町村・字区誌，沖縄関連本は沖縄

県立図書館データベースから検索した（図１）。検索範

囲は，戦後の1945年から現在（2017年）までとした。

その結果，「共同店」等のキーワードで抽出された研究

論文は21件，新聞243件，雑誌８件，市町村・字区誌12件，

沖縄関連本15件であった。その中から，共同店の「機能」

が記述されている文献は，研究論文11件，新聞29件，雑

誌４件，市町村・字区誌１件，沖縄関連本７件，合計52

件で，これらを分析対象文献とした。

　なお，共同店の歴史的な区分として，安仁屋ら（1979）

は，明治大正期，戦前昭和期，戦後再建期の３つの時期

に分けている。本研究では，沖縄県においては，戦前戦

後では時代背景がまったく異なること，および戦後を生

き抜いてきた現在の高齢者のための地域包括ケアシステ

ム構築について考察することから，戦後再建期を含めた

現在までの時期に焦点を当てた。したがって，戦前の明

治大正期，戦前昭和期の機能については，対象外とした。

分析は３名の共同研究者で，文献から共同店が果たして

きた機能が記述されている内容を「原文」として抽出し

た。その「原文」から「キーセンテンス」を作成した。

次に「キーセンテンス」を抽象化し「サブカテゴリー」

を作成した。最後に意味内容が類似する「サブカテゴ

リー」を集め「カテゴリー」化した。

　倫理的配慮として，対象文献に個人名が記載されてい

る場合は匿名化した。
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結果　

１．共同店の機能

　文献から抽出された共同店が果たしてきた機能とし

て，表１に示すように，キーセンテンス124，サブカテ

ゴリー51，カテゴリー7，が抽出された。

　表記されている内容で，“　”はキーセンテンス，＜　＞

はサブカテゴリー，【　】はカテゴリーを表す。

　共同店では，生活必需品を販売し【日常生活支援】を

行い，地元でとれた新鮮な生産物の販売などの【地域資

源の循環】，高齢者の生きがいづくりや見守りなどの【高

齢者の介護予防】にまで広がりがみられた。また，住民

同士や世代間の【多様な交流】や，地域内外の【生活情

報の交換と発信】がしやすい場になっていた。さらに，

地域への【柔軟な資金運用】や【文化継承】の機能を備

えていた。

２． 共同店の機能と地域包括ケアシステム構築の応用可

能性

　抽出された７つのカテゴリーの中から，特徴的な共同

店の機能として，共同店が離島・へき地にあるからこそ

のメリットや地域包括ケアシステム構築への応用可能性

につながると思われた【多様な交流】や【文化継承】，【高

齢者の介護予防】について述べる。

　１）【多様な交流】

　共同店は限定された小地域（集落）に存在する小

規模だからこそのメリットを活かして，子どもから

高齢者まで，地域の出身者に限らず移住者まで含め

た【多様な交流】の場としての機能を果たしている

特徴がみられた。

　具体的には，子どもから高齢者までが買物ついでに

できる＜おしゃべりの場＞となり，気軽に立ち寄れる

ことで＜子どもたちと高齢者との交流＞，＜子どもた

ちの遊びの場＞，＜移住者との交流＞が行われていた。

また，＜子どもの見守り＞機能まで備わっていた。つ

まり，共同店は関係者間（住民）のつながりを基盤と

した支え合いである“互助”の拠点として機能していた。

　２）【文化継承】

　共同店の先行研究で明らかにされている主な機能

（経済的機能，福祉的機能，情緒的機能）以外に，

地域に密着した【文化継承】の機能を有する特徴が

みられた。

　具体的には，“多様な祭祀や方言など伝統文化の継

承に貢献する”などの＜伝統文化の継承への貢献＞

がみられた。また，実際に伝統行事が行われている

時の“伝統行事ごとに各家庭を回り弁当の注文を受

け配達する”，“伝統行事の休憩場所でもあり泥の補

充の場である”など＜伝統行事への支援＞の機能が

備わっていた。つまり，本来，共同店のもつ生活必

需品の販売などの【日常生活支援】などの機能に加

えて，【文化継承】という伝統文化が色濃く残って

いる小地域の“互助”を活性化させるための機能を

発揮していた。

３）【高齢者の介護予防】

　過疎化・少子高齢化が進行している小地域で，共

同店が拠点となり，高齢者が自立して生活ができる

ように“自助”を促進し，“互助”で補完するという【高

齢者の介護予防】の機能を果たしている特徴がみら

れた。

　具体的には，“高齢者の手がけた野菜の委託販売

をする”などの＜高齢者の生きがいづくり＞や，共

同店内で高齢者がもやしの髭取りをする＜高齢者の

役割発揮＞がみられた。また，共同店の一部を借用

させているデイサービスに，買物ついでの高齢者が

出向き，健康相談を受けるという＜高齢者の健康相

談＞もみられた。つまり，高齢者が通える徒歩圏内

図１．対象文献の抽出の流れ

　　　＊DB：データベース

　　　◆検索範囲は戦後の1945年から現在（2017年）まで．
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表１．文献から抽出された共同店の機能

キーセンテンス（124）の代表例 サブカテゴリー（51） カテゴリー（７）

食料品、文具、日用品を販売する No22，（6） ＜生活必需品の販売＞

【日常生活支援】

品揃えが豊富な弁当や総菜を販売する No29，（3） ＜食料品の販売＞

買物客に野菜ごとの調理方法を助言する No38，（1） ＜調理法の助言＞

遠出できない高齢者のために骨壺や仏具を揃える No9，（1） ＜骨壺・仏具の販売＞

台風時の非常食品も要望に応えて仕入れをする No10，（1） ＜天災への備え＞

外出の際は待ち合わせ場所になる No7，（2） ＜待ち合わせ場所＞

高齢者や自家用車のない住民向けへの宅配サービスをする No21，（5） ＜無料の宅配＞

住民手作りの石鹸や民芸品を販売する No3，（5） ＜地産地消商品の開発・販売＞

【地域資源の循環】

店前で地元漁師が取ったマグロ解体ショーを開催する No35，（5） ＜地の利を活かした販売の促進＞

豊かな自然や風習を活用した集落散策ツアーの窓口となる No37，（1） ＜エコ・ツーリズム＞

地元の農家民泊や追い込み漁体験の活かした新規観光事業をする No36，（1）＜資源活用による観光事業＞

来訪者のための周辺地図の案内板を設置する No30，（3） ＜地域内の案内＞

在庫は最小限に抑え、余りは区の行事の商品等にする No18，（4）＜商品の有効活用＞

夏はカキ氷を、冬は肉まんやあんまんを販売する No8，（2） ＜季節に応じた商品販売＞

月に２回は特売セールを開催する No31，（4） ＜販売方法の工夫＞

他の集落・共同店との商品を共同購入する No21，（1） ＜他地域との共同＞

給食センター、保育所などの公共施設への商品の販売をする No18，（1）＜公共施設との共同＞

地域行事で使う食料品を売店で調達する No31，（2） ＜地域内での共同販売＞

若い世代の移住者らも店員として雇う No27，（2） ＜若者の働く場の提供＞

仕入れる商品の動向を見極め、鮮度を細かくチェックする No23，（1）＜外部情報の把握＞

マイバッグ利用がメリットになる仕組みをつくる No23，（3） ＜リサイクルの推進＞

住民と協力し合い、途絶えていた炭焼きと田んぼを復活する No23，（2） ＜地域資源の再生＞

店前に地域の情報を載せた地域情報掲示板を設置する No38，（1） ＜掲示板での地域情報の発信＞
【生活情報の
交換と発信】

Facebook で商品や集落の行事などの情報を発信する No13，（2）＜ SNS による地域情報の発信＞

行事や案内が共同店を通して住民に伝わる No28，（2） ＜口コミによる地域情報の発信＞

住民が集まり、おしゃべりを楽しみむことで、情報が集まる No18，（8）＜口コミによる情報共有＞
【生活情報の
交換と発信】

仕入れる商品の動向を見極め、鮮度を細かくチェックする No23，（1） ＜外部情報の把握＞

各戸の慶弔に関する情報は共同店から伝わる No9，（2） ＜法事の情報の共有＞

住民への配当として、地域限定の商品券をあてがう No34，（5）＜地域への収益の還元＞

【柔軟な資金運用】

病気療養費の貸付をする No18，（2） ＜病気療養費の貸付・支給＞

子どもの入学・進学のための奨学金の貸与する No17，（3） ＜教育への資金援助＞

米寿祝賀会への資金を援助する No18，（2） ＜祝い事への資金援助＞

区の運営にかかる出費を共同店から支出する No13，（2） ＜地域への財政支援＞

生活資金の助成・貸付を行う No17，（2） ＜生活資金の貸付＞

住民との信用に基づく掛売りをする No13，（1） ＜住民への掛売り＞

（住民が）市街地で購入した品物を共同店で一時的に預かる No28，（2）＜荷物の一時預かり＞

告別式に参加できない住民の香典を預かる No9，（1） ＜香典の一時預かり＞

買物ついでにおしゃべりをしている No17，（3） ＜おしゃべりの場＞

【多様な交流】

学校帰りの子どもたちが、高齢者と一緒に遊び、触れ合う No28，（2） ＜子どもと高齢者との交流＞

子どもたちが自宅に帰る前に共同店に遊びに立ち寄る No26，（2）＜子どもたちの遊びの場＞

共同店を利用する子供や未成年の見守りの場になっている No32，（1）＜子どもの見守り機能＞

移住者であるが、店員として働くことで住民と仲良くなれる No27，（3）＜移住者との交流＞

多様な祭祀や方言など伝統文化の継承に貢献する No21，（2） ＜伝統文化の継承への貢献＞
【文化継承】

伝統行事の休憩場所でもあり、泥の補充の場である No23，（3）＜伝統行事への支援＞

高齢者の手がけた野菜の委託販売をする No22，（4） ＜高齢者の生きがいづくり＞

【高齢者の
介護予防】

共同店内で高齢者がもやしの髭取りをする No18，（3） ＜高齢者の役割発揮＞

（共同店付設の）デイサービスで高齢者自ら健康相談（無料）を受ける No33，（3）＜高齢者の健康相談＞

ひとり暮らし高齢者の安否を確認する No21，（1） ＜高齢者の見守り＞

外出中の高齢者から共同店に電話が入り、自宅に行き安全確認をする No38，（1）＜高齢者宅の安全確認＞

高齢者を自宅まで送迎する No23，（2）　 ＜高齢者の移動支援＞

高齢者の安否を確認しながら健康をチェックする No3，（1） ＜高齢者の健康チェック＞

　＊キーセンテンスの末尾の No は出典（本文の末尾の文献番号），（　）は同じサブカテゴリー内のキーセンテンスの総数を示す
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に共同店が存在することで，高齢者のセルフケアが

活性化しやすい“自助”の拠点になっていた。さらに，

“ひとり暮らし高齢者の安否を確認する”＜高齢者

の見守り＞や，“外出中の高齢者から共同店に電話

が入り自宅に行き安全確認をする”＜高齢者宅の安

全確認＞まで臨機応変に対応していた。買物終了後

には車を持たない“高齢者を自宅まで送迎する”＜

高齢者の移動支援＞や，共同店内で“高齢者の安否

を確認しながら健康をチェックする”＜高齢者の健

康チェック＞のように，買物ついでの手助けとして，

“互助”が行われていた。つまり，共同店は地域密

着で高齢者が来店するメリットを活かし，高齢者の

ニーズや困りごとに対応し，“自助”の促進と“互助”

で補完する介護予防の機能を備えていた。

考察

１． 高齢者ケアで求められている「小規模多機能地域密

着型」の視点から

　森本（2012）は，「小規模多機能は，地域の人々の住

まいの近くにあることから地域の力が借りやすいため，

生活圏域での地域包括ケアの拠点となる可能性が高いこ

と」を示唆している。本考察では，高齢者ケアの方向性

として示されている「小規模多機能地域密着型」につい

て，各々の視点から検討する。

　小規模の視点では，共同店は農協や生協に似ている面

も多いが，組織的にも歴史的にもまったく別のものであ

り，最大の違いは“小ささ”（小規模）で，小さい字（集

落，区，班）ごとに設立され，徒歩圏がそのまま商圏で

あることや，基本的にはその集落の住民のための店であ

るという伝統は，設立当初からほとんど変わっていない

（真喜志，2010）。本研究においても，共同店は，住民

が日常の暮らしの中で買物ついでに立ち寄る場所である

ため，気軽に住民同士・多世代間の【多様な交流】が図

りやすい環境にあることが推察された。共同店は離島・

へき地に立地する小規模店であるがゆえに，利用する住

民の顔や生活がみえやすい小規模サイズのメリットが活

かされていると考える。

　次に，多機能の視点では，共同店は時代や状況に合わ

せ，地域の農産物や観光の有効活用する【地域資源の循

環】や，住民の経済的負担を軽減するための【柔軟な資

金運用】の機能にまで広がりがみられた。小規模な地域

の小さな共同店だからこそ柔軟な対応が可能になったと

考えられる。宮城（2016）は，「共同店は高齢者の経済的・

精神的生活サポートを行う機関として，事実上そういう

機能を果たしており，健康管理・コミュニケーション，

生きがい対策，相談事業の展開など，より具体的な住民

への社会福祉サービスは共同売店を核にすることによっ

て新たな展開が可能となる」と述べている。少子高齢化

社会と地域活性化の課題を乗り越えていく為には，多機

能の可能性を秘めている共同店は，重要な役割を担うの

ではないかと考えられる。

　地域密着の視点では，共同店は離島・へき地に立地す

る小規模店であるがゆえに，利用する住民の顔や生活が

みえやすい地域密着の環境にあるメリットが活かされ，

【生活情報の交換と発信】が無理なく習慣的にできる環

境にあると推察される。また，都市部を中心に人と人と

の関係性が希薄になっている現在において，【日常生活

支援】をとおして，住民の身近な存在として共同店が機

能していると思われる。

　共同店の先行研究で明らかにされている主な機能（経

済的機能，福祉的機能，情緒的機能）以外に，【文化継承】

の機能を有する特徴がみられた。沖縄県においては，地

域の伝統文化への機能は，主に自治会・公民館が担って

いるが，共同店も伝統文化の継承等に機能を果たしてい

ることが明らかになった。真喜志（2012）は，「共同店は，

地域の共同体の象徴であり，店名には必ずその集落の地

名が冠せられているように，自分たちの店という意識を

住民は持っている。企業や農協のみならず役場までもが

地域から去っていく時代にあって，地域密着を貫き，共

同体との強固な関係を保ち続けてきたからこそ，共同店

はなくならなかった」と指摘している。本研究において

も共同店は，住民による住民のための助け合いという意

識が根強く，伝統行事の存続における機能を備えていた。

限界集落も話題になる離島・へき地においては，地域が

存在し続けるという意味では共同店の果たしてきた地域

密着の機能は貴重な財産だと考える。

　高齢者に関連して，眞喜志（2014）は，「高齢者に対

する見守り，健康チェック，安否確認などが自然に行わ

れ，介護予防や生活支援，自立支援につながる」と述べ

ている。また，大澤ら（2010）は，「高齢社会対応型共

同店では，従来の日用品などの販売に加え，医薬品の販

売，デイケアサービスとの連携，デリバリーサービスな

どを積極的に行うことによって，高齢者の安否確認およ

び予防に貢献する」ことを提案している。本研究の結果

からも【高齢者の介護予防】において，共同店による高

齢者の見守りや，安全確認など行われており，共同店を

核にすることで高齢者の身近にある地域密着だからこそ

の機能であり，強化することで，高齢者のためのケアへ

の可能性が広がると考える。

　以上の小規模，多機能，地域密着の視点から，共同店

は，高齢者ケアの方向性として示されている小規模多機

能地域密着型の機能を備えており，地域包括ケアシステ

ム構築への応用可能性につながると考える。

─ 111 ─



２． 共同店の機能を活かすための「自助」と「互助」の

活性化について

　本研究で得られた共同店の機能について，「相互扶助」

の視点で機能を分類すると，共同店は行政からの財政支

援や公的サービスによるものではなく，地域住民の出資

や区の財源などから成り立つため，「公助」「共助」によ

るものではなく，「自助」と「互助」が高齢者や住民の

生活を支えていると思われた。「互助」として【日常生

活支援】や【地域資源の循環】，【生活情報の交換と発信】，

【柔軟な資金運用】，【多様な交流】，【文化継承】，「自助」

として【高齢者の介護予防】が該当すると考えられた。

　共同店は，戦後70年以上の歴史を高齢者が幼少の頃か

ら一緒に歴史を刻み歩んできたなじみのある場である。

共同店の中には，大型スーパーやコンビニエンスストア

のように，採算性がとれなくても，高齢者のために継続

している地域もある。【日常生活支援】として，食料品

や文具，日用品，さらには仏具なども揃え販売するのは

もとより，高齢者への宅配サービスなども行っていた。

共同店が行う自宅までの宅配は，交通弱者である高齢者

の生活を繋ぐ重要な機能である。また，高齢者に関わる「互

助」として，＜子どもと高齢者との交流＞や＜高齢者の

移動支援＞，＜高齢者の見守り＞など，高齢者が地域で

暮らし続けるための「互助」が多様に展開されていた。

　黒岩（2016）は，「地域における互助の推進には，ケ

アの受容者のみならず，ケアを提供する高齢者に対して

も積極的な意義があること」を述べている。身体機能が

低下し車を持てない高齢者にとっては，徒歩圏内で買物

可能で顔なじみによる【多様な交流】が行われている共

同店の存在は，要介護状態になっても，住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができ

るための必要な機能を備えているとも考えられる。

　高齢者の関わる「自助」として，＜高齢者の生きがい

づくり＞や＜高齢者の役割発揮＞の【高齢者介護予防】

でみられるように，なじみのある共同店が身近に存在す

ることで，高齢者にとっては「自助」を発揮しやすい環

境にあると思われる。近年，高齢者の居場所づくりが話

題であるが，共同店はその機能を先駆的に果たしてきた

と思われる。井上（2013）は，地域包括ケアシステムの

活動拠点として，「地域住民が気軽に立ち寄り，集い，

学び合いながら自助や互助を醸成する場が必要で，拠点

があることで互助に常設性がもたらされる」ことを報告

している。拠点としての共同店が位置付けられることに

より，住民間の「互助」による高齢者ケアが活性化され

る可能性がある。

　さらに，共同店は住民のライフイベントに関わる経済

的な支援のみならず，区の運営への支援を含めて【柔軟

な資金運用】をしていた。共同店は，「役員会や総会を

通じて地域の意向が反映される仕組み」（真喜志，2014）

で成り立ち，「相互扶助のための集積を目指した組織で

ある」（大澤ら，2010）ことから，「互助」の機能にも親

和性があると思われる。共同店のある離島・へき地にお

ける高齢者ケアは，新たな拠点をつくるという発想だけ

でなく，過去から現在まで，住民や地域内で共存共栄し

ながら「互助」を果たしてきた共同店の機能を活かすこ

とで，地域包括ケアシステムの拠点と位置づける発想も

必要と考える。

　「互助」の活性化について大湾（2011）は，「住民組織

であるワーキンググループ，つまり互助を中心に地域ケ

アを誕生させ，展開のプロセスで互助が自助や公助に影

響を与え，それぞれがエンパワメントされ地域ケアシス

テムが構築されたこと」を述べている。離島・へき地だ

からこそ発揮しやすい「自助」と「互助」を活かし，共

同店を中核とした地域包括ケアシステム構築の可能性を

検討していく必要があると考える。　

　考察のまとめとして，共同店と，自助と互助を活かし

た地域包括ケアシステムへの応用可能性について述べる

（図２）。

　地域の中心に存在する共同店は，高齢者や住民同士・

多世代間の「互助」を基盤に，小規模を活かした【多様

な交流】が図りやすく，【柔軟な資金運用】や【地域資

源の循環】の多機能を発揮しやすい環境にある。また，

日常・非日常の暮らしに必要な【生活情報の交換と発信】

や【文化継承】の地域密着の機能を維持している。さらに，

【日常生活支援】に加えて，高齢者の生きがいづくりな

どの【高齢者の介護予防】にまで広げ，「自助」を活性

化させる可能性を秘めている。

　100年以上の歴史をもつ共同店は，小規模多機能地域

密着型の機能を備えていた。その機能と互助・自助を活

性化させることにより，地域包括ケアシステム構築への

応用可能性はあると考える。
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結論

１．文献から沖縄県離島・へき地の共同店が果たしてき

た機能として，キーセンテンス124，サブカテゴリー

51，カテゴリー7，が抽出された。

２．共同店では，生活必需品の販売などの【日常生活支

援】や【地域資源の循環】に加え，高齢者の生きがい

づくりや，見守りなどの【高齢者の介護予防】にまで

広がりがみられた。また，住民同士や世代間の【多様

な交流】や，地域内外の【生活情報の交換と発信】が

しやすい場になっていた。さらに，地域への【柔軟な

資金運用】や【文化継承】の機能を備えていた。

３．共同店は，小規模だからこそ発揮しやすい【多様な

交流】を基盤に，【地域資源の循環】や【柔軟な資金運用】

の多機能を活かし，地域密着ならではの【日常生活支

援】【生活情報の交換と発信】【文化継承】【高齢者の

介護予防】がみられた。

４．共同店地域住民の出資や区の財源などから成り立つ

ため，「公助」「共助」によるものではなく，「自助」と「互

助」が高齢者や住民の生活を支えていると思われた。

「互助」として【日常生活支援】や【地域資源の循環】，

【生活情報の交換と発信】，【柔軟な資金運用】，【多様

な交流】，【文化継承】，「自助」として【高齢者の介護

予防】が該当すると考えられた。

 ５．共同店に備わっている小規模多機能地域密着型と

自助・互助を基盤ととらえ，これらの機能を活性化さ

せることにより，地域包括ケアシステム構築への応用

可能性があると考える。

本研究の限界と今後の課題

本研究は，文献からの共同店の機能に関するデータで

あったため，時代区分による正確な分類までは至らず，

現在も継続して共同店が機能を果たしているかを検証で

きなかった。また，文献として研究論文が限られていた

ため，それ以外の資料（雑誌，新聞，市町村・字区誌，

共同店

離島・へき地における地域包括ケアシステム

【柔軟な

資金運用】

高齢者世帯

地域密着

【地域資源

の循環】

【高齢者

の介護予防】

地域密着

多機能

小規模
【多様な

交流】

【日常生活

支援】

【生活情報の

交換と発信】
【文化継承】

互助

自助

互助

図２．�共同店の小規模多機能地域密着と互助を活かした

　　　地域包括ケアシステム構築への応用可能性
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沖縄関連本）からのデータを使用せざるを得なかったこ

とは限界である。

今後の課題は，今回の文献研究を踏まえて，直接共同店

を訪問し現在の果たしている機能を明らかにすること，

さらに，離島・へき地とそこに立地する共同店をモデル

ケースとして，共同店の機能を活かした地域包括ケアシ

ステム構築に実践的に取り組むことである。
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